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0. プロジェクト概要

※NEDOバイオものづくり革命推進事業HPより
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菌株開発からバイオものづくり製品の社会実装までにかかる期間を
大幅に短縮する革新的な産業基盤の創出

高砂香料工業株式会社 (共同提案者)

実施内容

・ 優位性を武器に菌株開発を広く受託
・ バイオ由来製品の価値観醸成
・ 講演、プレス発表等による

PJ成果・技術力アピール
等を担当

社会実装に向けた取組内容

・ 菌株開発プラットフォーム技術開発
・ 菌株開発プラットフォーム技術統合
・ 菌株開発プラットフォーム拠点整備

等を担当

・ バイオ合成による商業スケールでの製造を実現
・ 高機能繊維原料の量産化生産体制構築
・ 環境性能認定取得のためのデータ取得・評価

等を担当

実施内容

社会実装に向けた取組内容

・ 高機能繊維原料の製造スケールアップ技術の
開発

・ 高機能繊維原料の分離精製と目的物合成・
   スケールアップ技術の開発
・ 高機能繊維原料のバイオ製造プロセスのLCA

等を担当

実施内容

・ 未利用資源のサプライチェーンの構築
・ 香料素材開発プラットフォーム開発菌株の活用
・ 生産体制の強化
・ 化学合成品および天然単離品との差別化

等を担当

社会実装に向けた取組内容

・ 未利用食品残渣の原料化
・ 香料素材開発プラットフォームの構築
・ スマートセルの培養スケールアップと菌株改良
・ フロー連続分離精製技術の確立
・ ナチュラル香料素材の標準化とブランディング

等を担当

RITE（代表提案者） 帝人株式会社 (共同提案者)

強化コリネ菌を宿主とし、未利用資源由来原料からこれまで不可能だった有用品の発酵生産技術の開発を共通軸とする

0. コンソーシアム内における各主体の役割分担
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1. 事業戦略・事業計画
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（社会面）
• 世界的にSDGsへの関心が高まり、環境配慮型の製品需要が拡大
• 国家経済安全保障からも、石油由来資源に依らないバイオものづくりに注目

（経済面）
• バイオものづくりは、経済的にも大きな成長ポテンシャル
• 同分野でのイノベーションは雇用創出の機会

（政策面）
• わが国は本年6月にバイオエコノミー戦略を策定
• GI基金事業など、大型の政策的後押し

（技術面）
• 近年、生物機能のデータ化など合成生物学は著しく進歩、研究開発が活発
• IT・AI技術の組み合わせで、さらなる高度化が可能

「バイオものづくり」の産業アーキテクチャ「バイオものづくり」のマクロトレンド

1. 事業戦略・事業計画／ （1）産業構造変化に対する認識

バイオものづくりは資源循環の重要な手段であり、新事業および雇用創出の機会

(当社の機会認識)

高機能繊維製造に「バイオものづくり」を取り込むことで環境価値を加え、さらなる
高付加価値化による競争力強化、新市場開拓、ブランド価値獲得につなげる

(当社ビジョンとのつながり)

長期ビジョンである 「未来の社会を支える会社」 の体現
重要事業分野である 「環境ソリューション」 の進展

リサイクル困難な素材のカーボンリサイクルの実現を目指す
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セグメント分析・ターゲットの概要 目標と時間軸

1. 事業戦略・事業計画／ （2）市場のセグメント・ターゲット

初期ターゲット設定: リサイクルが難しい、高付加価値な高機能繊維原料

初期ターゲットは下記の重なりから選択
・当社高機能繊維の必須原料
・マテリアルリサイクルやケミカルリサイクルに課題あり
・高付加価値 (高価格) 

• 帝人グループの長期ビジョンは 「未来の社会を支える会社」 : 持続可能な社会の実現
に向けたソリューションを提供

• 「気候変動の緩和と適応」に貢献しうる高機能繊維は主力事業のひとつ: その原料製
造に 「バイオものづくり」 を取り入れ

• 本事業では、比較的高価格な原料を初期ターゲットとして事業性検証し、バイオ原料
を使用した高機能繊維を2031年頃に市場投入することが目標

~FY2030 FY2031 FY2032~

事業性検証
(本事業期間)

市場投入 バイオ製品拡大
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社会・顧客に対する提供価値 ビジネスモデルの概要 (製品、サービス、価値提供・収益化の方法) と研究開発計画の関係性

1. 事業戦略・事業計画／ （3）提供価値・ビジネスモデル (1/2)

バイオものづくりで環境配慮型の高機能材料を提供する事業を創出/拡大

バイオものづくりで環境配慮型
の高機能繊維を提供、その他
材料にも展開

• 従来品同等の機能
• 従来品より低いGHG排出

• 初期ターゲットの事業化で得られた知見を活用し、菌体開発のプラットフォーマーと強固に連携し、高付加価値かつ
バイオ化に対する社会的要請の強い材料を対象にバイオものづくりビジネスの展開を目指す



8

1. 事業戦略・事業計画／ （3）提供価値・ビジネスモデル (2/2)

オープン戦略 (連携・標準化) とクローズド戦略 (知財) の適切な組み合わせ

オープン戦略 (連携・標準化) クローズド戦略 (知財)

• 本事業の共同先やバイオものづくり革命推進ワーキンググループ等と連携

• 菌体デザインの基盤技術はRITEのプラットフォームを活用

• 標準化したLCA手法でサプライチェーン全体のGHG削減効果の明示

• 品質評価項目の標準化

• 秘匿性の高いノウハウを蓄積: 生産機器や生産条件を含む

• 生産条件に関連する菌体カスタマイズについては、菌体デザインのパート
ナーとの共同知財化
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自社の強み

• 高機能繊維市場のリーディングカンパニー

• 豊富なプロセスエンジニアリングの経験

自社の弱み

• 菌体デザインに関する知見が乏しい
• 本事業の共同提案者であるRITEの菌体開発プラットフォームを活用

• 自社高機能繊維の原料を初期ターゲットとすることで、社内外評価を効率的に実施
• 実機生産を見据えたプロセス開発を早期に実現

⇒ 他社に先駆けて、バイオものづくりの環境価値を提供することで、市場認知と顧客の信頼
を獲得・確立

提供価値
• 従来品同等の機能を持ち、かつ、GHG排出を低

減する高機能繊維

強みの優位性・弱みに対する対策自社の強み、弱み（経営資源）

1. 事業戦略・事業計画／ （4）経営資源・ポジショニング

技術 顧客基盤 サプライチェーン その他経営資源

現在 化学合成技術 機能性重視 川下企業からのニーズ収集
さらなる生産性向上や高機能化への
資源投入

将来
バイオものづくり

×
化学合成技術

機能と環境
性能の両立

菌体開発のプラットフォー
マーとの連携、川下企業か
らのニーズ収集

機能性と環境性能の両立による価値
最大化とニーズ収集への資源投入

高機能繊維市場のリーディングカンパニーとして、他社に先駆け、環境価値を提供
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投資計画

1. 事業戦略・事業計画／ （5）事業計画の全体像

2030年までの研究開発の後、2031年頃の事業化を想定

本事業期間 自己実施期間

FY2023 ・・・ FY2025 ・・・ FY2028 ・・・ FY2031 ・・・

売上高 －

研究開発費 研究開発は継続実施

取組の段階
事業化可能性の検証

ラボ検討 ～ ベンチ・パイロットプラント検討～実機プラント投資判断
事業化

• 本事業においては、事業性を検証しつつ段階的な設備投資を行う
• 本事業終了後も研究開発は継続実施し事業拡大を検討する

非公開

非公開
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• 標準化したLCA手法でサプライチェーン全体のGHG
削減効果明示を検討

• 他技術との組合わせも含め、製品のバイオマス度を
上げていき、環境対応型高機能繊維を普及

研究開発

取組方針

優位性

1. 事業戦略・事業計画／ （6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

研究開発段階から、将来の実装を見据えた計画を推進

設備投資 マーケティング

• バイオ実験室整備から、段階的なスケールアップの
各設備投資の局面で、実装可否を見極め

• 社内外の最新技術を取り入れ

• 基本的に、高額原料を優先的な対象とする

• RITEプラットフォーム技術を活用

• 生産性向上の検討と並行して、生産スケールをラボ、
ベンチ、プラントスケールへと引き上げ

• 低GHG排出・トレーサビリティによる製品価値向上
を早期に期待可能

• 本事業の共同先やバイオものづくり革命推進ワーキ
ンググループ等との連携効果

• 繊維製造の実績・プロセスエンジニアリングノウハウ

• 健康食品向け納豆菌や乳酸菌の培養技術を保有

• 段階的なスケールアップにより、バイオプロセスエンジ
アリングの知見を獲得可能

• 既存事業関連の初期ターゲット設定により、他社に
先駆けて、バイオ化高機能繊維を上市する可能性
が高い

• RITEは、産業用生産宿主としての潜在能力が高
いコリネ菌などの菌体開発技術を有しており、当社
の研究開発を加速すると期待
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資金調達方針

1. 事業戦略・事業計画／ （7）資金計画

国の支援に加えて、本事業期間の資金のうち約6割を自己負担予定

本事業期間 自己実施期間

FY2023 ・・・ FY2025 ・・・ FY2028 ・・・ FY2031 ・・・

事業全体の資金需要

本事業終了後も自己負担にて
研究開発および設備投資を検討

国費負担
（委託又は補助）

自己資金

ステージゲート
★

ステージゲート
★

非公開
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２．イノベーション推進体制
（経営のコミットメントを示すマネジメントシート）
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２. イノベーション推進体制／ （1）組織内の事業推進体制

経営者のコミットメントの下、新事業本部が推進

組織内体制図 組織内の役割分担

コーポレート新事業本部

技術開発部

（研究開発全体の責任者）

コーポレート新事業本部

技術開発部第3グループ

（研究開発実務、管理）

コーポレート新事業本部

環境ソリューション部門 部門長

（環境関連新事業の責任者）

コーポレート新事業本部

本部長

（事業コミットする経営者）

連携

コーポレート新事業本部

マーケティング部

（環境関連市場情報提供）

連携

コーポレート新事業本部

企画管理部

（開発リソース配分、渉外等支援）

研究開発責任者と担当部署
• 研究開発責任者

コーポレート新事業本部 環境ソリューション部門 技術開発部第３グループ
小田GL

部門間の連携方法
• 実行時の緊密な連携・定期的な進捗共有・設備投資等の適時適切な判断
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社会課題と経営課題がつながり、経営評価にも反映

２. イノベーション推進体制／ （2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

経営者等による具体的な施策・活動方針

• 帝人グループは、社会・環境問題をはじめとするサステナビリティ (持続可能性) 

を巡る課題を経営課題と認識し、自社にとっての機会とリスクを整理し、右記
の通り、重要社会課題と重要経営課題を特定

• コーポレート新事業本部が本事業の進捗を管理: バイオものづくりを、帝人グ
ループの環境関連技術として確立する方針

統合報告書2024より抜粋

経営者等の評価・報酬への反映

事業の継続性確保の取組

• 本事業は帝人グループの右記重要課題の一部であり、経営者の評価・報
酬に連動するKPI (CO2削減等) につながる

• 本事業の進捗管理KPIの達成状況により、事業継続を判断
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取締役会等コーポレート・ガバナンスとの関係 ステークホルダーとの対話、情報開示

● 当社マテリアリティとして、気候変動の緩和と適応、サーキュラーエコノミー
の実現、人と地域社会の安心・安全の確保、人々の健康で快適な暮らし
の実現、持続可能な経営基盤の更なる強化を公表

● 非財務価値の明示として、環境指標を公表

● 統合報告書や決算資料において環境ソリューションの取り組みを公表
本事業もその一部

本事業は環境ソリューション事業の重要な一部

２. イノベーション推進体制／ （3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ

● 当社の長期ビジョンは 「未来の社会を支える会社」
- 長期ビジョンに強く関連する「環境ソリューション」は当社重点領域のひとつ

● コーポレートガバナンスとの関連付け
- 環境ソリューション事業の方針・計画および投資判断等は社内規程に従って
経営会議もしくは取締役会で決裁
- 報告および答申者は執行役員でもあるコーポレート新事業部本部長
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経営資源の投入方針 専門部署の設置と人材育成

• 専門部署間の連携
– 本事業を推進する環境ソリューション部門内の企画管理部やマーケティ

ング部が、事業環境の変化に応じて、ビジネスモデルや事業経済性の検
証を実施

• 人材育成
– 新事業立ち上げの実践による育成、連携先機関への出向等

機動的に経営資源を投入し、事業化を目指した組織体制を整備

２. イノベーション推進体制／ （4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

• 担当組織
– コーポレート新事業本部 環境ソリューション部門が本事業を推進

• リソース配分
– 本事業の進展に応じて、短期・中期における投入資源計画に反映させ

ることで、人員、費用等のリソースを確保

• 投資判断
– 投入資源等の決定は、帝人グループ規程に準拠: 適正な決定者・審

議体で意思決定
– パイロット設備、量産設備は、既存事業所内の設置を想定

• 人材配置
– 合成生物学に関する専門人材は、必要に応じて外部採用も想定
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